
決算書掲載頁　221・227・233

学校園における園児・児童・生徒の健康の保持増進を図る。
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直営 昭和47年度 学校保健安全法第13条第1項・同法第6条第1項
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家庭への周知の徹底と次年度での補足。
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園児の健康の保持増進を図る。
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細事業：学校（園）保健管理事業(幼) 99事業
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直営 昭和47年度 学校保健安全法第13条第1項・同法第6条第1項

園児及び保護者

口腔機能を高める訓練を充実させる。
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細事業：学校（園）保健管理事業(中)                 

１．生徒の健康診断 

学校保健安全法に基づき、市立中学校の生徒を対象に、次のとおり健康診断を委託実施した。その結果について

は、受診勧告をする等適切な保健指導を行った。また、各学校における健康管理指導資料としての活用も図った。 

健康診断種別 受診生徒数 健康診断種別 受診生徒数 

心臓検診（一次検診） 909人 検尿（春） 2,803人 

心臓検診（二次検診） 200人 検尿二次（春） 229人 

結核検診（レントゲン） 1人 検尿（秋） 2,756人 

  検尿二次（秋） 249人 

２．水質検査・照度検査・空気測定検査 

市立中学校の生徒の保健管理の一環として、市内７中学校の飲料水（年２回）、プ－ル水の水質検査並びに教室内

の照度及び、空気の測定検査を実施した。 

 

細事業：学校（園）保健管理事業(幼)                 

１．園児の健康診断 

学校保健安全法に基づき、市立幼稚園の園児を対象に、次のとおり健康診断を委託実施した。その結果について

は、受診勧告をする等適切な保健指導を行った。また、園における健康管理指導資料としての活用も図った。 

健康診断種別 受診園児数 健康診断種別 受診園児数 

寄生虫 36人 寄生虫二次 0人 

検尿（春） 36人 検尿二次（春） 3人 

検尿（秋） 37人 検尿二次（秋） 0人 

２．水質検査・照度検査・空気測定検査 

園児の保健管理の一環として、市立幼稚園の飲料水（年２回）、プ－ル水の水質検査並びに教室内の照度及び、空

気の測定検査を実施した。 


